
１４．安全・安心な暮らしへのニーズの高まり
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Ｈ７．１ 兵庫県南部地震
（Ｍ７．３）

Ｈ１６．１０ 新潟県中越地震
（Ｍ６．８）

Ｈ１５．７ 宮城県北部地震
（Ｍ６．４）

Ｈ１５．９ 十勝沖地震（Ｍ
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安芸灘
～豊後水道

３０年以内の大規模地震
（特に発生確率の高いもの）

３０年以内の大規模地震
（その他）

近年の大規模地震

・近年の大規模地震については、気象庁発表値
・今後３０年以内の大規模地震の発生確率・規模については、
海溝型地震の長期評価(2005年1月1日算定値、平成17年4月13日現在 地震調査研究推進本部発表）
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【最近発生した大規模地震と 想定されている大規模地震】 【Ｈ１６～１７年度に上陸した台風と人的被害】

国土交通省道路局作成

台風の上陸数
・平年(1971～2000年) 2.6個/年
・H16年度 10個
・H17年度 3個

凡例

今年度上陸した台風
昨年度上陸した台風

凡例

H17年度上陸台風
H16年度上陸台風

２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(3)安全で安心のある社会の実現

•近年頻発する台風や、予期される大地震に対して、危機感が高まっている



【交通事故による死傷事故件数の国際比較】

出典：日本：交通統計平成15年版

アメリカ：Transport Safety fact 2003

イギリス：Road Accidents Great Britain（～1994年）、Road Casualties in Great 
Britain 2003（1995年～）、Transport Statistics Great Britain

ドイツ：Verkehr in Zahlen 2003/2004
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・第７次交通安全基本計画（平成１３～１７年度）では、政府目標として交通事故死者数８，４６６人※

以下を掲げていたが、平成１７年の死者数は６，８７１人となり目標を達成

・しかしながら、約１１６万人が交通事故で死傷。これは国民の約１００人に１人が１年間に死傷する
ことに相当 ※交通安全対策基本法施行後最低であった昭和５４年の死者数

•単位走行台キロあたりの死傷者事故件数で見ても、欧米諸国と比較して、かなり高いレベル

１５．交通事故の状況

【交通事故死者数と死傷者数の推移】

※出典：警察庁発表資料
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２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(3)安全で安心のある社会の実現



１６．自動車交通によるＣＯ２排出と京都議定書の目標達成計画
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出典：温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）資料より作成
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出典：温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）資料より作成

CO2総排出量のうち、運輸部門の排出量は21%、その約９割が自動車
からの排出量

京都議定書の目標達成のためには、2010年までに、道路施策により約
800万ｔ-CO2/年の削減が必要
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からの排出量が約9割
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２．今後目指す社会と道路政策の関わり
(4)地球環境問題への積極的対応

•京都議定書の目標を達成するためには、2010年までに、より効率的な自動車交通を実現する道路政
策の推進が必要不可欠
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平成１７年７月内閣府「地球温暖化対策に関する世論調査」

Ｑ　あなたは、地球の温暖化、オゾン層の破壊、熱帯林の減少などの

地球環境問題に関心がありますか。それとも関心がありませんか。

【地球環境問題に対する関心】



１７．我が国の高齢化ストックの増加と米国の経験

３．道路行政に求める改革のポイント
(1)高齢化する道路ストックに対応した戦略的道路管理

【1980年代の「荒廃するアメリカ」の状況】

【未だ「荒廃するアメリカ」を克服できない現状】

【日本でも厳しい条件下では損傷が増加】

・ウエストサイドハイウェイは、６車線の高架道路が走る「自動車王国アメリカ」
を象徴する存在だったが、老朽化が進んだため、高架道路が解体された。

・2005年12月28日に、建設後45年経過した州際道路上の跨道橋が崩壊。

I-70のあるペンシルバニア州

【I-70 コンクリート跨道橋崩壊の状況】

出典：（社）国際建設技術協会出典：国土交通省

蛇渕橋（国道９号 兵庫県）
橋 長：１３７ｍ
架設年：昭和４１年

香町橋（主要地方道 岡山県）
橋 長：２０ｍ
架設年：昭和４８年
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出典：国土交通省資料

【建設後50年以上の橋梁数（一般道路）】

•建設後50年を超える老朽橋梁が、今後10年で３倍、20年で７倍以上に増加
•米国が経験した「荒廃するアメリカ」の状況に陥らないよう、戦略的な道路管理が必要



１８．戦略的な道路管理がトータルコストを抑制

３．道路行政に求める改革のポイント
(1)高齢化する道路ストックに対応した戦略的道路管理

・塩害の厳しい場所にある橋梁では、対策が事後的になり、多くの費用を要した上、短期間
で架け替えるに至る例がある。
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【出典】警視庁統計データ

中央環状王子線 L=7.1km
H14.12.25開通

【王子線沿線の死傷事故件数】

幹線道路 幹線接続道路 生活道路
（表通り） （居住地内等）（裏通り）

平成13年度 平成15年度
（供用前） （供用後）

（件）

2,866 2,815

1,999 1,839
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・中央環状王子線（平成14年12月開通）沿線の生活道路では、死傷事故件数が開通前に比べ３割
減少

・環状道路整備は、渋滞していた幹線道路からの交通の転換を促し、容量の空いた幹線道路への
生活道路からの交通の転換を促進

１９．道路の機能分化の意義（例）～環状道路整備による生活道路の機能回復

３．道路行政に求める改革のポイント
(2)既存ストックの徹底的な利活用



※観測地点：
国道19号…中津川市（旧山口

村）
中 央 道…園原IC～中津川IC

国道19号における交通事故による
通行止め件数および通行止め時間

通行止を伴う事故発生件数
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※集計データ：一般道路の交通事故による通行止めデータ（飯田国道事
務所）
※集計期間：H14～H16とH17の各年上半期（1月～6月）の平均

時間帯別交通量（大型車）の変化

新聞記事

国道19号
（木曽山口）

中央道
（園原～中津川）

中津川IC

園原IC

調査箇所

中日新聞
（平成17年12月15日）

１９号の利用割
合が３.５ポイ
ント低下

大型車断面交通量（平日夜間、22：00～6：00）
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3,145 2,840

9,3709,312
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２０．料金割引の効果事例～高速道路への交通の転換で交通事故が減少

・夜間時間帯(２２～６時)の一般道（国道１９号）の大型交通量が減少（分担率が３．５ポイント低下）
・一般道路の交通事故による通行止め（上半期：６ヶ月）が２件減少、通行止め時間も約２５％（１１時間
３７分／半年）減少

３．道路行政に求める改革のポイント
(2)既存ストックの徹底的な利活用



2003年2月17日開始時期

平日の午前７時から午後６時３０分

（祝祭日は除く）
課金時間帯

・公共交通機関の改善と運賃引下げ

・歩行者、自転車利用者のための環境整備

等

課金収入

の使途

・事前又は当日に入域許可証を購入

・入域許可証は、商店のほか、郵便、電話、
インターネット、携帯電話のメール等で販売。

課金徴収

方法

全車種一律 一日 £８ （約1,600円）課金額

対象地域内を走行又は駐車している車両

（エリア・プライシング方式）
課金対象

セントラルロンドン

（Inner Ring Road の内側：面積22㎞2）
対象区域

交通環境改善

（渋滞緩和・環境改善等の諸施策を含む）
目的

内 容項 目

セントラルロンドン ［２２k㎡］

２１．規制による機能改善の例～ロンドンのロードプライシング～

【主な効果】
•区域内の渋滞（平均-ピーク時） 30%減少
•課金区域内の平均速度

14.1km/h→約17km/h（約2割増）
•課金区域内交通量（台km）

12%減（課金対象車両は25%減、バス・タク
シーは増加）

•バス乗客数 流入37%増、流出29%増
•人身事故件数 約15%減少
•排気量（推計）

NOx・PM約12%減少、CO2約19%減少

３．道路行政に求める改革のポイント
(2)既存ストックの徹底的な利活用



○新幹線をまたぐ橋梁（跨線橋）の耐震補強

新幹線や高速道路をまたぐ道路の橋梁は、大規模地震
で落橋・倒壊した場合、甚大な二次的被害を招くおそれ。

新潟県中越地震においては、耐震補強を実施した橋梁の被害は
軽微であり、迅速に復旧。

新潟県中越地震（震度７）／長岡市十日町

橋脚部が被災
橋脚補強により
橋脚の被災なし
※鋼板巻き立て工法

○緊急輸送道路の橋梁の耐震補強

兵庫県南部地震（震度７）／神戸市東灘区

写真．耐震補強（橋脚）の効果事例
写真 東海道新幹線をまたぐ橋梁

・新幹線をまたぐ橋梁に倒壊等が発生した場合、約1,500人の命を運ぶ
新幹線と衝突すれば、その被害は極めて甚大。
・１日約４０万人（東海道新幹線）の乗客の足にも多大な影響。

２２．道路の震災対策：道路橋の耐震補強の方針

写真 耐震補強（橋脚）の効果事例

表．緊急輸送道路の橋梁の耐震補強の実施率※

表．新幹線をまたぐ橋梁の耐震補強の実施率

→H1７～19の３箇年プログラムにより重点実施
優先的に耐震補強が必要な橋梁については、H19迄に、
高速道路、直轄国道は概ね完了、都道府県管理道路は
「優先確保ルート」を選定して概ね完了を目指す

→H17～19の３箇年プログラムにより
重点実施
概ね完了を目指す

※緊急輸送道路の橋梁
のうち、昭和５５年より前
の道路橋示方書を適用し
た橋梁等で特に優先的に
耐震補強を実施する必要
のある橋梁に対する実施
率を示す。
また、耐震補強の実施
については、橋梁等の主
要部分に対して緊急的に
行う対策を含む。

一般道路高速道路

約１０割

首都
高速道路

約９割

高速自動
車国道

約６割

本州四国
連絡道路

約１０割

阪神
高速道路

約５割約５割

都道府県
管理道路

直轄国道

約３割約３割約６割

市町村

道

都道府県

管理道路
直轄国道

→その他の橋梁については引き続き耐震補強を行う必要あり。

４．施策展開における主な論点
(1)安全で安心できる暮らしの実現

•兵庫県南部地震以降、道路橋の耐震補強を推進し、新潟県中越地震においては甚大な被災なし
•未対策の橋梁については重要なものから重点的に対策を実施



２３．交通安全（１）：通学路の整備方針

４．施策展開における主な論点
(1)安全で安心できる暮らしの実現

•学童の交通量の多い通学路※の歩道等の整備率は約４６％と未だ道半ばであり、重点的な整備を
推進
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※通学路の整備率は学童通行量が１００人 /日以上の通学路のもの
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※通学路の整備率は学童通行量が１００人 /日以上の通学路のもの
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【歩道有無の比較による歩道設置効果】
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※対面背面通行中・交通量10,000台以上・市街地を対象
（出典：H11センサス、H12～15交通事故統合データ）

歩道なし 歩道あり

（78.5%減）

（88.4%減）

２車線

【地域の実情に即した工夫事例】

＜路側帯拡幅＞ ＜ボラード＞

※出典：「生活道路事故防止対策マニュアル（警察庁 H17.11）」より抜粋

※「交通安全施設等整備事業の推進に関する法律」に基づき指定された通学路（児童又は幼児が
小学校若しくは幼稚園又は保育所に通うため一日つきおおむね四十人以上通行する道路の区間）

【道路種別別の歩道整備率（H16)】

【学童の通行料の多い通学路の歩道等の整備率（H14)】



•幹線道路では、死傷事故率が特に高い箇所等で集中的に対策を実施

２４．交通安全（２）：幹線道路の対策方針

４．施策展開における主な論点
(1)安全で安心できる暮らしの実現

【幹線道路での事故対策】

7万4千件
53%
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6%
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道路延長

死傷事故件数
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幹線道路の事故は６％の区間に５３％の事故が集中

幹線道路の単路部における道路延長と

死傷事故件数の関係（ H8～H10）

事故対策の事例～熊本県熊本市迎町2丁目交差点(国道3号)～

交通島の設置、横断歩道・停止線の移設 (交差点のコンパクト化）

カラー舗装による走行車線の明確化

道路照明の増設による夜間視認性の向上

右折時事故が 6割削減
左折時事故が 8割削減
夜間の事故が 9割削減
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②整備効果
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２５．密集市街地等における防災上の課題への対応～東京都の状況

東京都における防災環境軸の形成状況（H16年度末）

整備済み都市計画道路

未整備都市計画道路

重点密集市街地

凡例

３９ｋｍ

（４８％）

未整備

４１ｋｍ

（５２％）

整備済み

８０ｋｍ全体延長

整備状況（平成１６年度末）

防災環境軸の完成イメージ

４．施策展開における主な論点
(1)安全で安心できる暮らしの実現

•地震時に大きな被害が想定される危険な密集市街地は全国に２５，０００ｈａあり、特に大火の可
能性が高い危険な市街地（重点密集市街地）は約８，０００ha存在
•木造密集市街地等においては、避難路、延焼遮断帯等の整備が遅れており、街路事業や土地区
画整理事業による整備を推進



２６．日本風景街道のイメージ
 

 

 沿道 

私有地 

林道・古道 

国道 

市町村道 

 

地域資源の発掘 

■地域で活用されていない古道などを発掘

し、歴史資源等を再生した歩道等を整備 

＜古道発掘作業＞ 

 

■景観を阻害する要因を排除することによ

り、自然風景を保護 

自然景観の保護 

＜標識の簡素化＞ ＜電柱の片寄せ＞ 

 
沿道環境の維持管理 

■ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱや社会貢献による、清掃活動や植

樹活動等により、良質な沿道環境を維持 

＜道路清掃活動＞ ＜沿道植樹＞ 

 
道路 ＋ 沿道 

 

■沿道に乱立する看板、電柱等を撤去、改

修し、沿道景観を改善 

沿道景観の修繕 

＜電線の地中化＞ ＜看板の改修＞ 

 
広報・ＰＲ活動 

■情報誌の配布等によ

り、ルートをＰＲ 

広報用 

パンフレット 

＜遊歩道＞ 

 道路 

 
祭・イベントの実施 

■祭・イベントの舞台として、道路を利用 

＜パレード＞ ＜オープンカフェ＞ ＜大道芸＞ 

山間部 

郊外・ 

地方部 

都市部 

沿道 

ＮＰＯ 自治体 

企業 

事業主体（例）： 

地域住民 ＮＰＯ 企業 

企業 ＮＰＯ 町内会 

ＮＰＯ 地域住民 

事業主体（例）： 

事業主体（例）： 

事業主体（例）： 

事業主体（例）： 事業主体（例）： 

  
景色・自然を楽しむ場の整備 

■私有地を含む沿道への駐車場、カフェ・デッキ

等の整備より、景色・自然を楽しむ場を提供 

＜カフェ・デッキ等の整備＞ ＜沿道駐車帯の整備＞ 

地域住民 事業主体（例）： ＮＰＯ 

 道路 ＋ 沿道 

道路管理者 

道路管理者 道路管理者 自治体 

ＮＰＯ 

自治体 道路管理者 

企業 町内会 

地域住民 

４．施策展開における主な論点
(2)景観・文化的価値の創造と環境の保全


